
９ 高齢者保健福祉事業 

 

横浜市の高齢化率は年々高くなっており、平成 25年１月には 21.3％と超高齢社会を迎えました。団塊の

世代が後期高齢者となる平成 37 年（2025 年）には、65 歳以上の高齢者数が 97万人、高齢化率は 26.1％に

達することが見込まれ、長期的視点による高齢者施策が求められています。 

活力ある超高齢社会を築くため、高齢者の健康づくり・介護予防や社会参加を支援し、生きがいづくりや

健康の増進を図ります。また、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療、介護など関係機関

で連携を図り、地域包括ケアシステムの実現に取り組みます。 

介護保険制度による要介護者支援をすすめるとともに、介護保険制度とは別に在宅生活支援や介護予防・

自立生活支援を目的としたサービスを実施しました。また、特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホ

ーム等についても引き続き民間施設の建設助成を行うなど整備を促進しました。 

健康な高齢者施策としては、高齢者の社会参加や外出を支援するための敬老特別乗車証交付事業などを実

施したほか、高齢者の心身の状況に合わせた就労やボランティア活動等の相談窓口である「生きがい就労支

援スポット」の運営を開始しました。また、地域における健康維持･増進を図るうえから、元気づくりステー

ション事業・地域健康体操･レクリエーション教室の設置事業を行いました。 

 

１ 老人クラブ助成事業  

老人クラブでは、仲間づくりを通じて、高齢者の生きがいを高め、健康の増進、社会参加促進を図るた

め、各種スポーツ活動、文化･学習活動、奉仕活動、友愛活動などに取り組んでいます。 

  市では、老人クラブの育成を支援し、その健全な発展を図るために、老人クラブが行う諸活動へ助成を

行っています。 

(1)  単位老人クラブへの助成 

   

 助成金額        （平成 26 年度） 

会員数 月額 

30 人～39 人 3,000 円 

40 人～49 人 3,600 円 

50 人～59 人 4,500 円 

60 人～69 人 4,700 円 

70 人～79 人 5,600 円 

80 人～89 人 5,800 円 

90 人～99 人 6,000 円 

100 人～109 人 6,300 円 

110 人以上 7,100 円 

 

  老人クラブ及び会員数                           （平成 27 年 3 月末現在） 

 鶴  見 神奈川 西 中 南 港 南 保土ケ谷 旭 磯 子 

クラブ数 118 158 69 57 136 88 138 150 80 

会  員 9,078 9,834 3,915 4,205 8,579 7,403 8,264 11,088 6,198 

 

金 沢 港 北 緑 青 葉 都 筑 戸 塚 栄 泉 瀬 谷 計 
83 85 83 88 65 111 60 92 73 1,734 

6,465 5,260 5,165 5,589 4,355 7,119 5,859 6,582 4,344 119,302 

 

(2)  市老人クラブ連合会実施事業への助成 

 ア 生きがいと社会参加活動事業  

   老人クラブ会員が、地域の会員以外の高齢者にも参加を呼びかけて、社会奉仕活動、地域美化活動、

スポーツ・レクリエーション活動を行います。 

 平成 26 年度 参加人数 延べ 477,773 人 
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  イ  高齢者社会参加活動サポーター設置事業 

    様々な分野で知識・技術・経験を持つ高齢者を「社会参加活動サポーター」として登録します。 

平成 26 年度 登録者数 187 人 

ウ  友愛活動推進事業 

 会員一人ひとりが同じ世代の仲間を支え、地域に住む病弱な方や一人暮らし等の高齢者の見守りや

話し相手を基本とした友愛活動を行っています。 

平成 26 年度 友愛活動員数 7,830 人  

  エ 横浜シニア大学事業 

めまぐるしく変化する時代に対応して、たえず新しい知識と教養を身につけ、高齢者が心豊かに人生

を送ることができるように、高齢者自身の手による、高齢者のための講座を開講しています。 

       平成 26 年度 一般講座（健康福祉、法律知識、消費生活等） 受講者数 814 人 

 特別講座（環境問題等）                     受講者数 82 人 

 

２ 敬老特別乗車証交付事業 

高齢者の社会参加を支援し、もって高齢者の福祉の増進をはかるため、70 歳以上の希望する方に乗車証

を交付しています(所得に応じた利用者負担有り)。 

乗車可能範囲は、横浜市営バス、市内の民営バス（一部路線を除きます）、市営地下鉄及び金沢シーサ

イドラインです。 

平成 26 年度 交付者数 362,903 人 

 

３ 高齢者世帯等住み替え家賃助成事業  

家主から建替え等による立ち退き要求を受け、住宅確保に困窮する民間賃貸住宅居住の高齢者のみの世

帯や障害者のいる世帯に対し、居住の安定を図るため、住み替えに必要な新旧家賃の差額の一部などを決

定から３年間を限度として助成しています。新規内定者の受付は、平成 25 年度をもって終了しました。 

平成 26 年度 助成世帯数 7 世帯 

 

４ 在日外国人高齢者・障害者等福祉給付金支給事業 

国籍要件や住所要件により公的年金制度に加入できなかった期間があるため、無年金者となっている在

日外国人高齢者・障害者や長期海外在住日本人高齢者の福祉の向上を図ることを目的として、福祉給付金

を支給しています。 

平成 26 年度 高 齢 者：月額 22,000 円  

 重度障害者：月額 43,500円 

 中度障害者：月額 31,500円 

 

５ 老人福祉センターの運営事業  

地域の高齢者に健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのための場所と機会を提供するとともに

健康相談などを行っています。 

 

 老人福祉センター利用状況                           （平成 26 年度） 

施  設  名 所  在  地 定  員 延 利 用 人 数 
一日平均 

利用人員 
横浜市鶴寿荘 鶴見区馬場 4-39-1 150 50,024 150 

〃  うらしま荘 神奈川区立町 20-1 150 70,114 204 

〃  野毛山荘 西区老松町 26-1 150 51,484 149 

〃  麦田清風荘 中区麦田町 1-26-1 150 65,874 191 

〃  南寿荘 南区南太田 2-32-1 150 66,514 196 

〃  蓬莱荘 港南区港南台 6-22-38 280 148,059 429 

〃  狩場緑風荘 保土ケ谷区狩場町 295-2 250 87,940 255 

〃  福寿荘 旭区白根 2-33-2 250 119,342 371 

〃  喜楽荘  磯子区磯子 3-1-41 150 153,441 445 
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〃  晴嵐かなざわ 金沢区泥亀 1-21-5 150 62,675 182 

〃  菊名寿楽荘 港北区菊名 3-10-20 150 54,120 158 

  〃 緑ほのぼの荘 緑区十日市場町 825-1 150 57,616 167 

  〃 ユートピア青葉 青葉区もえぎ野 4-2 150 76,801 223 

  〃 つづき緑寿荘 都筑区葛が谷 2-1 250 133,447 397 

  〃 戸塚柏桜荘 戸塚区戸塚町 2304-5 150 64,730 188 

  〃 翠風荘 栄区野七里 2-21-1 250 37,289 108 

  〃 泉寿荘 泉区西が岡 3-11 150 70,371 204 

  〃 瀬谷和楽荘 瀬谷区瀬谷 3-18-1 150 69,380 200 

合計  3,230  1,439,221     234 

 

６ いきいきシニア地域貢献モデル事業 

活力ある超高齢社会を築くため、高齢者の心身の状況に合わせた就労や地域活動などを紹介し、社会参

加を促していく相談窓口『生きがい就労支援スポット』を、平成 26 年 12 月に金沢区にモデル設置しまし

た。 

平成 26 年度 問合せ件数   317 件 

情報提供数   197 件 

セミナー開催数  2 件 

 

７ アクティブシニア就労等支援人材育成事業  

  高齢者への多様な就労機会の確保及び社会参加促進のための『生きがい就労支援スポット』で相談業務

に従事する人材の育成・確保を目的に実施しました。 

  平成 26 年度 育成数 7 人 

 

８ 高齢者保養研修施設管理運営事業  

高齢者の社会参加や交流の促進を目的に、「健康づくり・保養・研修」等の機能をもつ全市施設として

高齢者保養研修施設ふれーゆを運営しています。 

平成 26 年度  利用者数 252,463 人（温水プール 166,111 人、大浴場 86,352人） 

 

９ 高齢者を囲む地域福祉事業 

福祉の風土づくりの一環として、公衆浴場の優待入浴日を設けて、高齢者と地域住民とのコミュニケー

ションを図りました。 

平成 26 年度  実施公衆浴場数  81 軒（H27.3 月現在）  

         年間利用者数    65,720人 

 

10 シルバー健康ひろば運営事業  

ゲートボールなど軽スポーツや野外レクリエーション活動を通し、高齢者の健康保持・増進や仲間との

ふれあいを深めるため、地域の協力を得てこの事業を実施しています。 

平成 26 年度 6 か所 

 

11 敬老月間事業 

９月 15 日「老人の日」を中心に９月中を敬老月間と位置づけ、次の行事を実施しています。 

 (1) 高齢者訪問 

市長・区長による高齢者の訪問 

 

 (2) 老人ホームにおける各種行事 

区長などによる市内老人ホーム慰問等 

 

 (3) 敬老祝品贈呈 

敬老の日を記念して、多年にわたり社会に貢献された高齢者の長寿をお祝いするため、敬老祝品を贈
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呈しています。 

 

敬老祝品贈呈対象者数                     （平成 26 年度） 

年  齢  別 祝  品  別 贈 呈 対 象 者 数 

100 歳 祝状・記念品  587 

  101 歳以上 祝状・記念品 1,063 

合   計 1,650 

 

 (4) 施設の無料開放 

老人の日によこはま動物園ズーラシア等の無料開放を実施 

 

12  老人憩いの家運営事業  

地域の高齢者に対して、教養の向上、レクリエーション等のための場を提供しています。 

 

   老人憩いの家利用状況                 （平成 26年度） 

名   称 所在地 延利用人員 

金   沢    老人憩いの家 金沢区町屋町 16-28 4,799  

港北(東京園)  老人憩いの家 港北区綱島東 1-8-11 9,132  

佐 江 戸    老人憩いの家 都筑区佐江戸町 2020 5,057  

合  計  18,988  

 

13 高齢者のための優待施設利用促進事業 

  「高齢者の社会参加促進」と「高齢者に敬意を払う社会の醸成」のために、「濱ともカード」を横浜市内

在住 65 歳以上の高齢者に交付しています。濱とも協賛店にカードを提示すると、入場料や商品代金の割引

などのサービスの提供を受けることができます。 

  平成 26 年度 濱ともカード累計交付件数 701,522 件 

協賛店数 2,030 箇所（H27.3 月現在） 

 

14 全国健康福祉祭（ねんりんピック）参加事業  

全国健康福祉祭とは、人生の年輪を重ね、豊かな知識と経験を積んだ、はつらつとした高齢者（60歳以

上。一部種目を除く）を中心に開催されるスポーツ・文化･福祉などの総合イベントです。 

この大会は、高齢者を中心とする国民の健康維持・増進、社会参加、生きがいづくりの促進を図り、ふ

れあいと活力のある長寿社会の形成に寄与することを目的に開催されており、本市では、種目ごとの予選

会を勝ち抜いた選手により選手団を結成し、大会に参加しています。 

平成 26年度  開催地 栃木県  

参加者数 134人 

 

15 福祉人材就業支援事業 

(1) 福祉人材マッチング事業 

様々な条件で介護の仕事が検索できる「横浜市介護人材求人情報提供システム」を市ホームページ上

で運営しています。 

     平成 26 年度 アクセス件数 21,433 件 

 

(2) 介護の仕事イメージアップ事業 

中・高校生向けに、福祉・介護サービス分野のイメージアップのための啓発・ＰＲ事業を行いました。 

    平成 26 年度 中学校・高校向け啓発冊子作成数 9,000 部 

 

 (3)  将来の介護人材育成確保事業 

   介護の魅力を伝え、将来の進路選択につなげるため、高校生を対象に施設等介護の現場での職場体験
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（インターンシップ）を実施しました。 

   平成 26 年度 インターンシップ参加人数 8人 

 

(4) 介護人材就業セミナー等支援事業 

介護人材の確保を目的とした市内における就業セミナー等を実施する実施主体に対して補助金を交

付しました。 

     平成 26 年度 補助金交付対象 2 団体 

 

16 「働きながら資格をとる」介護雇用プログラム推進事業 

国の緊急雇用創出事業の拡充により創設された「地域人づくり事業」として、市内の介護保険サービス

事業所等に従事できるよう求職者の就業機会を確保した上で、働きながら養成機関において講座を受講し、

資格取得を支援しています。 

平成 26年度  新規雇用実績  51人 

 

17 アクティブシニア資格取得支援事業 

  国の緊急雇用創出事業の拡充により創設された「地域人づくり事業」として、定年退職により失業した

特に50代・60代を対象に、介護資格取得支援及び就労支援を実施しました。 

  平成 26年度  雇用人数 35人 

 

18 海外からの介護福祉人材就労支援事業 

  市内の特別養護老人ホームで、インドネシア、フィリピン及びベトナムからの介護福祉士候補者を受け

入れ、受入施設に対して人件費の一部助成等を実施するほか、候補者を対象とした日本語学習支援や国家

試験対策を実施しています。 

平成 26 年度 受入実績 インドネシア 3 施設 13人 

ベトナム      5 施設 9人 

 

19 高齢者地域健康体操・レクリエーション教室設置事業  

高齢者体操・レクリエーション指導者養成事業の修了生が中心になって、地域で体操及び軽スポーツな

どの場を設け、これらの活動をしています。 

平成 26 年度 助成対象教室 27 か所 

 

20 高齢者ホームヘルプサービス事業  

 (1) 自立支援ホームヘルプ事業 

おおむね 65 歳以上の方で、介護保険の給付対象とならない方のうち、日常生活を営むことに支障が

あるひとり暮らしの方などを対象に、生活援助サービスを提供しています。 

平成 26 年度 利用者数 1 人 

 

 (2) 在宅生活支援ホームヘルプ事業 

重度の要介護者で、ひとり暮らしなどのため、介護保険の訪問介護のみでは在宅生活の継続が困難な

方を対象に、保険給付に加えて身体介護や生活援助サービスを提供しています。 

平成 26 年度 利用者数 121 人 

 

21 外出支援サービス事業  

要支援１・２又は要介護１～５の認定を受けたおおむね 65 歳以上の方で、単独で一般の交通機関による

外出の困難な在宅の方を対象に、専用車両で通院、福祉施設などへの送迎サービスを行っています。（要

支援の方については、申請時に確認を行います。） 

平成 26 年度 延べ 20,435回 

 

22 訪問理美容サービス事業  

おおむね 65 歳以上で要介護４又は５に認定された方などのうち、理容所・美容所に出向くことが困難な
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在宅の高齢者に対して、理容師・美容師による訪問理美容サービスを提供しています。 

平成 26 年度 延べ 4,416回 

 

23 在宅高齢者虐待防止事業  

在宅高齢者の虐待の防止と早期発見・早期対応のため、各区に相談窓口を設置するとともに、個別事例

に対応するためのネットワークミーティング開催や弁護士相談などの支援体制を整備しています。 

平成 26 年度 新規相談件数 398 件 

 

24 療養通所介護促進事業  

  療養通所介護事業を開始する事業所に対し、設備などの助成を行います。 

  平成 26 年度 補助か所数 0 か所 

 

25 訪問指導事業  

40 歳以上の方で、介護予防や療養上の保健指導が必要な本人及びその家族などに対して家庭訪問し、介

護を要する状態に陥ることを予防します。また、適切な療養を送るためにその家庭環境や生活環境に応じ

たアドバイスや関係者との調整を行います。 

 

区別訪問指導対象者数および訪問指導実績                 （平成 26 年度） 

区名 

鶴
見 

神
奈
川 

西 中 南 港
南 

保
土
ケ
谷 

旭 磯
子 

金
沢 

港
北 

緑 青
葉 

都
筑 

戸
塚 

栄 泉 瀬
谷 

合計 

新規把

握数① 

(人) 184 79 39 128 42 196 175 77 221 143 152 111 49 55 165 244 161 206 2,427 

継続把

握数②

（市内

転入含

む）(人) 573 178 152 483 460 334 328 244 284 300 529 453 249 254 318 294 371 380 6,184 

消除数

③(人) 200 66 54 166 101 116 242 102 189 168 155 163 112 60 153 204 183 203 2,637 

年度末

対象者

数（①＋

②－③）

(人) 557 191 137 445 401 414 261 219 316 275 526 401 186 249 330 334 349 383 5,974 

訪問  

延件数

(件) 891 624 172 648 438 843 693 676 645 759 1,273 793 314 528 739 775 1,303 503 12,617 

 

保健師

(件) 409 229 139 340 162 419 183 191 329 354 684 471 201 246 283 408 356 188 5,592 

看護師

(件) 482 395 33 308 276 424 510 485 316 405 589 322 113 282 456 367 947 315 7,025 
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26 中途障害者支援事業  

 (1) 中途障害者地域活動センター運営費等補助 

 脳血管疾患の後遺症などにより身体上の障害や心身機能の低下している者に対し、自立した生活をす

ることができるよう、リハビリ教室、生活訓練及び地域交流などを行う「中途障害者地域活動センター」

に対して運営費等の補助を行っています。 

ア 中途障害者地域活動センター数 

  18 か所 

イ 活動日数及び延べ利用者数 

  平成 26 年度 活動センター活動日数 4,086日、延べ利用者数 58,824人 

         リハビリ教室実施回数  628回、延べ参加者数   2,936人  

(2)  研修会・連絡会等 

各区において中途障害者の支援に関する研修会や連絡会、講演会等を行い、中途障害者への理解を深

めるための普及啓発を実施しています。内容は、携わるボランティアや介護支援専門員などの専門職へ

の高次脳機能障害や失語症に関する知識を深めるためのものや、医療機関との連携を密にするための連

絡会などです。このほか、中途障害者が自主的に活動しているグループへの支援も行っています。 

平成 26 年度 連絡会         88 回実施 延べ 1,381 人参加 

      研修会・講演会等   31 回実施 延べ 1,331 人参加 

 

団体別中途障害者地域活動センター活動実績（平成 26 年度） 

区名 施設名 

活動センター事業 リハビリ教室 

設置年月日 登録者

数(人) 

活動 

日数 

延利用 

者数(人) 

実施 

回数 

延利用 

者数(人) 

港北 港北根っこの会 27 235  3,206 30 114  平成 7 年４月 

南 フレンズ南 29 225 3,571 35 175  平成 7 年５月 

泉 元気かい泉 34 223 3,454 36 212 平成 8 年 10 月 

神奈川 リワーク神奈川 24 226 3,262 32 198 平成 9 年 1 月 

港南 ワークアップ港南 27 227 2,842 35 69 平成 9 年 8 月 

緑 緑工房 26 228 3,913 35 154 平成 10 年 1 月 

鶴見 ふれんどーる鶴見 28 227 4,092 36 230 平成 10 年 10 月 

都筑 都筑むつみ会 26 227 2,737 35 125 平成 10 年 10 月 

金沢 ライブアップ金沢 31 226 3,245 36 181 平成 11 年 7 月 

栄 わ～くくらぶ・さかえ 30 229 3,390 35 53 平成 11 年 10 月 

中 チャレンジ新生 27 225 2,945 35 143 平成 12 年 7 月 
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旭 フェニックス旭 37 226 3,313 36 206 平成 12 年 11 月 

磯子 ウェーブ磯子 26 221 3,124 35 288 平成 13 年 7 月 

瀬谷 ワンステップ瀬谷 20 229 2,313 35 89 平成 13 年 7 月 

戸塚 とつか わかば 39 221 3,747 35 205 平成 13 年 9 月 

保土ケ谷 カルガモの会 26 229 2,532 36 123 平成 14 年 4 月 

青葉 青葉の風 30 233 4,087 35 216 平成 14 年 7 月 

西 みらい工房西 26 229 3,051 36 155 平成 15 年 10 月 

合   計 513 4,086 58,824 628 2,936  

 

27 ねたきり高齢者等日常生活用具（紙おむつ）給付事業  

在宅のねたきり高齢者やひとり暮らしの高齢者などに対して、紙おむつを給付しています。 

平成 26 年度 給付件数（延べ月数） 38,347 月 

 

28 ねたきり高齢者等日常生活用具（あんしん電話）貸与事業  

ひとり暮らしの高齢者などに対し、緊急通報装置を設置することにより、緊急時に即応できる連絡網を

整備しています。 

平成 26 年度 新規設置台数 269 台（H27.3 月末現在 設置総数 1,630 台） 

 

29 高齢者食事サービス事業 

ひとり暮らしの中重度要介護者（要介護２以上及び要介護１・要支援の一部）等で必要と認められた方

を対象に、訪問による食事の提供と、安否確認を行うことにより、自立した在宅生活が送れるよう支援し

ます。 

平成 26 年度 配食数 延べ 268,185 食 

 

30 在宅重度要介護者家庭援護金給付事業  

日頃、重度要介護者を在宅で介護している家庭に対して援護金を給付することにより、家庭介護者を慰

労し、重度要介護者の福祉向上を図ります。 

 (1) 給付対象 

要介護４又は５に該当する方（重度要介護者）で、1年間介護保険サービスを利用していない方（７

日間以内のショートステイを除く）と同居し、在宅で介護している家庭介護者。要介護者、介護者とも

に市民税非課税世帯に属すること。 

 

 (2) 給付金額 

10 万円／年 

    平成 26 年度 支給件数 12 件 

 

31 高齢者等住環境整備事業 

要支援以上に認定された高齢者等の身体、生活状況に合わせた住宅改造の相談や、所得状況に応じた改

造費用の助成を行うことにより、高齢者等の自立した在宅生活の継続を支援し、介護者の負担軽減を図り
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ます。 

平成 26 年度 助成件数 44件 

 

32 認知症支援事業及び地域で支える介護者支援事業 

 (1) 認知症高齢者保健福祉相談事業及び普及啓発推進等 

認知症の人やその家族を対象に、専門医、ソーシャルワーカー、保健師などによる認知症高齢者保健

福祉相談や家族教室を実施するとともに、認知症の正しい理解を深めることを目的とした講演会を実施

しています。 

平成 26 年度 認知症高齢者保健福祉相談件数 277件 

家族教室                     263 回  

講演会                       190 回 

 

(2) 認知症高齢者緊急対応事業 

在宅の認知症高齢者が、症状の急激な悪化などにより、在宅での生活が困難となった場合、緊急相談

及び専門医療機関での緊急一時入院を行い、本人の安全な生活の確保及び介護者の負担軽減を図ります。 

平成 26 年度 緊急一時受入数  54 件 

  

(3) 徘徊認知症高齢者地域支援事業 

区役所、警察署、消防署、医療機関、地域関係団体などの関係機関で構成される区連絡会において、

地域での支えあい意識の向上や認知症高齢者の早期発見について、情報交換や啓発活動を行っています。 

また、警察に保護された身元の分からない徘徊認知症高齢者を、特別養護老人ホームなどで一時保護

しています。  

平成 26 年度 一時保護件数 19 件 

 

33  介護予防事業  

介護予防に関する知識の普及啓発を図ります。また、二次予防事業対象者（国の基準に該当する虚弱な 

高齢者）などを対象に、要介護状態などとなることの予防や重度化の防止のために、介護予防ケアマネジ

メントに基づき必要なサービスを提供します。 

 (1) 介護予防普及啓発活動支援事業 

介護予防に関するイベントや講演会などを実施し、介護予防に関する知識の普及・啓発を図っていま

す。また、高齢者の自主的な介護予防活動が継続に行われるよう、研修会や連絡会などを実施し、地域

活動組織の育成や支援を行っています。 

 平成 26 年度  介護予防普及啓発（イベント、講演会等）     692 回、延べ参加人数 27,603 人 

地域介護予防活動支援（研修会、連絡会等） 1,079回、延べ参加人数 18,479 人 

 

(2)  元気づくりステーション事業 

   身近な場所で気軽に介護予防のグループ活動に取組んでいくことができるように、グループの立ち上 

げや活動の継続を支援します。 

 平成 26 年度  143 グループ 実施回数 3,507回 延べ参加人数 62,739 人  

 

 (3) 訪問型介護予防事業  

   二次予防事業対象者を対象に、介護予防の観点から、保健師などが家庭を訪問し、自立を支援するた

めに必要な指導を行い、心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図っています。 

   平成 26 年度 対象者実人数  51 人、延べ訪問回数 534 回 

 

34 特別養護老人ホーム運営指導事業  

特別養護老人ホームの運営指導を行っています。 

平成 27 年 3 月 31 日現在 145 施設 入所定員 14,420 人 
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35 養護老人ホーム入所事業 

環境上の理由及び経済的理由により、居宅において養護を受けることが困難な 65 歳以上の方が入所して

います。 

                                   

養護老人ホーム入所状況                  （平成 27 年 3月 31 日） 

施  設  名  定 員  入 所 者 数  
平 成 2 6年 度  

入 所 者  退 所 者  
ハ マ ノ 愛 生 園   88 88(88) 8 7 

横 浜 市 恵 風 ホ ー ム  170 58(57) 6 17 

聖 母 の 園   50 49(49) 6 7 

横 浜 市 名 瀬 ホ ー ム  200 83(83) 16 16 

白 寿 荘   70 70(70) 8 8 

横 浜 市 新 橋 ホ ー ム   50 50(50) 7 7 

市 内 小 計  628 398(397) 51 62 

市 外 へ の 措 置  －  69(69) 9 8 

合    計 －  467(466) 60 70 
※ 入所者数欄（  ）は本市からの入所者数再掲 

 

36 軽費老人ホーム事務費補助  

自炊ができない程度の身体機能の低下などがあり、独立した生活が不安で、家族の援助を受けることが

困難な 60 歳以上の方が入所しています。利用料のうち事務費（サービスの提供に要する費用）については

本市が補助しています。 

 (1) 軽費老人ホーム（Ａ型）入所状況               （平成 27 年 3 月 31 日） 

施  設  名 定 員 入所者数 
平 成 2 6年 度  

入 所 者  退 所 者  
上 白 根 園      50 48 9 9 

ル ン ビ ニ 合 掌 園      50 50 5 3 

ベ タ ニ ヤ ホ ー ム      50 50 6 5 

東 野 園      50 50 11 11 

睦 荘      50 49 10 11 

合    計    250 247 41 39 

 

(2) 軽費老人ホーム（ケアハウス）入所状況            （平成 27 年 3 月 31 日） 

施  設  名 定 員 入所者数 
平 成 26 年 度  

入所者 退所者 

グリーンヴィラ富士見     40 35 5 3 

ケアハウスフォンス     50 50 9 8 

シャローム桜山     50 49 4 6 

メゾンヴェルト     16 16 1 1 

ケアハウスゆうあい    140 123 36 43 

フォーシーズンズヴィラそ

よかぜ 

100 93 11 16 

合    計    396 366 66 77 
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37 民間老人ホーム及び入所者に対する法外扶助事業  

 

法外扶助費執行状況  （※）は養護、軽費老人ホーム対象                 （平成 26 年度） 

費   目  説 明 （ 対 象 施 設 ）  単 価 （ 円 ）  対 象 人 員  執行額（ 円 ） 

職 員 雇 用 費 （ 時 間

短 縮 加 算 含 む ）  
配置基準以上の職員を雇用 す

る 経 費 （ ※ ）  
寮母 427,900 

調理 319,400 
延56人 

           

延150人 

69,956,000 

職 員 処 遇 改 善 費  職 員 の 昇 給 財 源 （ ※ ）        －  延60月 13,298,400 
養 護 老 人 ホ ー ム  

援 護 加 算  

措置費の障害者等介護加算対象

者に対する処遇向上のための経

費 

－ 延2,314人 67,240,600 

管 理 費 加 算  施 設 の 管 理 充 実 に 要 す る

経 費 (※ ) 
      － 延10,367人 

 
33,731,871 

事 業 費 加 算  給 食 費 、 暖 房 用 燃 料 費 等  

(養 護 ) 
月額 

1,661 

延6,078人 10,093,897 

日 常 生 活 費  年金,収入が基準額以下の入 所

者 に 対 し 、 日 常 生 活 費 と

し て 支 給 す る 経 費 （ 養 護

、 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム ）  

月額 

 養護10,000

 特養 8,000 

 

延1,012人 

 

 

9,770,304 

 

県 所 管 施 設 へ の  

負 担 金  
県所管施設への県単独助成 額

の う ち 市 措 置 者 分 を 補 助  
      － 延465人 7,256,599 

 

 

市内老人ホーム入所者の１人１か月当たりの経費          （平成 26 年度）（単位：円） 

内   訳  

施 設 種 別  
措置費※ 法外扶助費 合   計 

養 護 老 人 ホ ー ム  193,771       40,078       237,277 
軽 費 老 人 ホ ー ム （ Ａ 型 ）  119,644       24,628       144,272 
ケ ア ハ ウ ス  21,521        1,278        22,799 

※ 軽費老人ホーム（Ａ型）とケアハウスについては、事務費補助額 

 

38 特別養護老人ホームの整備事業  

  民間特別養護老人ホームの建設に対し助成を行い、次のとおり整備しました。 

特別養護老人ホームの整備                            （平成 26 年度） 

  施  設  名       定    員   設 置 主 体 所   在   地  し ゅ ん 工 時 期  

リアメゾン戸塚 特別養護老人ﾎｰﾑ  110 

ｼｮｰﾄｽﾃｲ      30 

（福）絆会 戸 塚 区 原 宿 ５ 丁

目 46 -１  

平 成 2 6年 6月  

 

新吉田（増築） 特別養護老人ﾎｰﾑ   90 

ｼｮｰﾄｽﾃｲ      10 

（福）怡土福祉会 港 北 区 新 吉 田  

5 7 28 -１  

平 成 2 6年 1 2月  

青葉あさくら苑 特別養護老人ﾎｰﾑ  100 

ｼｮｰﾄｽﾃｲ      22 

（福）一乗谷友愛

会 

青 葉 区 恩 田 町  

2 9 94 -１  

平 成 2 7年 1月  

恒春の丘（増築） 特別養護老人ﾎｰﾑ   50 

ｼｮｰﾄｽﾃｲ      10 

（福）親善福祉協

会 

戸 塚 区 舞 岡  

3 0 48 -5 

平 成 2 6年 1 1月  

上菅田ホーム  

（仮称） 

特別養護老人ﾎｰﾑ  100 

ｼｮｰﾄｽﾃｲ      20 

（福）横浜社会福

祉協会 

保 土 ヶ 谷 区 上 菅

田 町 1 36 5外  

平 成 2 8年 3月  

ラスール金沢文庫 

（仮称） 

特別養護老人ﾎｰﾑ  199 

ｼｮｰﾄｽﾃｲ      20 

（福）湖星会 金沢区大 川 11 -7 平 成 2 8年 3月  

 

39 小規模多機能型居宅介護事業所等整備事業  

高齢者が要介護状態となっても、可能な限り住み慣れた地域で生活を続けることができるよう、365 日・
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24 時間の介護の安心を提供するため、小規模多機能型居宅介護事業所の整備を進めています。また、小規

模多機能型居宅介護事業所に訪問看護の機能を組み合わせた看護小規模多機能型居宅介護事業所の整備も

進めています。 

平成 26 年度整備の７事業所のうち、２事業所について、県の基金を活用した整備費の補助を行いました。 

 

小規模多機能型居宅介護事業所等整備費補助事業所                   （平成 26 年度） 

事 業 所 名  定  員  設 置 主 体  所 在 地  
小規模多機能型居宅介護ひめゆ

り 

登録定員 25 

(通い:15、泊まり:9) 

（福）秀峰会 鶴見区馬場3-9-2

9 

小規模多機能フェローズしのは

ら 

登録定員 29 

(通い:18、泊まり:9) 

（福）フェローズ 港北区篠原町279

3-2 

 

40 認知症高齢者グループホーム整備等事業  

認知症の高齢者が共同生活（５～９人）を通じ、住み慣れた地域で能力に応じ自立した日常生活を継続

することを支援する認知症高齢者グループホームの整備を進めています。 

また、スプリンクラーの設置費補助を行い、制度の普及啓発及び早期設置の促進を図っています。 

(1) 整備費補助事業 

平成 26 年度整備の７事業所のうち２事業所について、国の交付金を活用した整備費の補助を行いま

した。 

 

認知症高齢者グループホーム整備費補助事業所               （平成 26 年度） 

事 業 所 名  定  員  設 置 主 体  所 在 地  
グループホーム若草の丘 9人 （1ユニット） （福）秀峰会 保土ケ谷区保土

ケ谷町3-192 

フェローズガーデン篠原 18人（2ユニット） （福）フェローズ 港北区篠原町279

3-2 

 

 (2)  スプリンクラー設備等設置費補助事業 

     平成 26 年度は７事業所について、国の交付金を活用した設置費の補助を行いました。 

事 業 所 名  定  員  設 置 主 体  所 在 地  
グループホームフィニックス 

ほか ６事業所  
20人（3ユニット）  (医社)仁徳会 西区東久保町35-20 

 

41 地域密着型サービス事業所運営推進事業  

 (1)  小規模多機能型居宅介護事業所等運営費等補助金  

小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の開設に必要な事業費を軽

減し、事業者の参入を促進するため、開設初年度の運営資金等に対して横浜市独自の補助を行っていま

す。 

     平成 26 年度は 12事業所に補助金を交付しました。 

 

(2) 施設開設準備経費助成特例対策事業 

   小規模多機能型居宅介護事業所、認知症高齢者グループホーム及び看護小規模多機能型居宅介護事

業所が、開設時から安定した、質の高いサービスを提供するための体制整備を支援することを目的に、

県の基金等を活用して、開設準備に係る経費を助成しています。 

平成 26 年度は 12 事業所に補助金を交付しました。 

 ア 小規模多機能型居宅介護事業所    6 事業所 

 イ 認知症高齢者グループホーム     6 事業所 

 ウ 看護小規模多機能型居宅介護事業所  0 事業所 
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42 定期巡回・随時対応型訪問介護看護推進事業  

  新たに定期巡回・随時対応型訪問介護看護に参入しようとする事業者に対し国庫補助金等を活用して費

用負担を軽減し、事業者の参入を促進しました。 

  平成 26 年度 補助事業所数 9 事業所 

 

43 認知症介護実践者等養成研修事業  

  認知症介護の専門職員を養成し、認知症介護技術の向上を図るため、認知症対応型共同生活介護の代表 

者など、高齢者介護の指導的立場にある者及び介護実務者を対象とした研修を実施しています。 

  平成 26 年度 研修参加人数 述べ 231 人 

         研修実施回数 延べ  13 回 

 

44 介護相談員派遣事業  

  市内の介護保険施設等に派遣された介護相談員が利用者や家族の話を聴き、利用者の不満や不安の解消 

を図るとともに、利用者と事業所の橋渡しを行い、介護サービスの質の向上に取り組んでいます。 

  平成 26 年度 介護相談員数 208 人 

         派遣施設数   187 か所 

 

45 介護保険事業所等指導監査  

    介護保険の居宅サービス事業者、地域密着型サービス事業者を対象に、集団指導及び実地指導により、

サービスの質の確保、向上やサービスの適正化を図ると共に、給付適正化システムのデータや苦情や内部

告発などの情報提供をもとに、不正や不適正な事案に対して監査を実施しています。 

  平成 26 年度 実地指導実施事業所数 215 事業所 

         監査実施事業所数       42 事業所 
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